
平成22年度事務事業評価表（平成2１年度振り返り）

政策名 27

所管課係名

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋②

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

50,305 98 3,072

（ 世 帯 ） （ 回 ） （ 人 ） □ あり ■ なし 廃止(完了･統合含む)

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

49,220 89 2,366

（ 世 帯 ） （ 回 ） （ 人 ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

49,247 25 453

（ 世 帯 ） （ 回 ） （ 人 ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

2,119 1,314 未把握

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 廃止(完了･統合含む)

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

2,246 758 未把握

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

2,233 611 未把握

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

11,704 830 未把握

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ） □ あり ■ なし 廃止(完了･統合含む)

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

826 未把握

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

850 未把握

（ 人 ） （ 人 ） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

2,119 165 未把握

（事業所） （事業所） （ ％ ） □ あり ■ なし 廃止(完了･統合含む)

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

49,848 167 未把握

（事業所） （事業所） （ ％ ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

48,719 161 未把握

（事業所） （事業所） （ ％ ）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

50,305 120 31

（ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ 件 ） □ あり ■ なし 廃止(完了･統合含む)

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

2,139 121 32

（ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ 件 ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

2,139 115 37

（ 世 帯 ） （ 世 帯 ） （ 件 ）

快適な都市環境が整ったまち 施策番号・名 消防力の強化 基本事業番号・名 27-02 市民意識の高揚

5,441

意図
市民に正しい防火知識と行動をしてもら
うことにより、火災の発生防止、死傷事
故、財産の損失を防ぐ。 245 5,177 5,422

市内での火災発生
件数

防犯防災課　増原貴文

火災予防広報事業

手段

火災予防運動中2回実施し、市内官公
庁・事業所・自冶会に依頼して防火ポス
ターの掲示、パンフレットの配布、消防
相談所の開設、車両による広報活動実施

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　平成22年4月より東京都へ事務委託  同左

249 5,192

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

2,654 5,204 7,858
22年度以降に向けた方向性 廃止(完了･統合含む) 所管課長名：

27-02-05

防災防犯課 対象 市内、事業所

市民
事業所

火災予防運動中の
パンフレット配布
枚数、ポスター配
布件数、独居老人
防火診断件数

1,805

意図
防火・防災団体の活動により団体会員が
防火・防災に関する正しい知識を習得し
てもらう。 25 1,775 1,800

会員からの火災発
生率

防犯防災課　増原貴文

防火・防災団体育成事
業

手段

東久留米防火女性の会
東久留米災害防止協会
自衛消防隊活動審査会並びに予防運動に
寄与

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　平成22年4月より東京都へ事務委託  同左

25 1,780

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

0 0 0
22年度以降に向けた方向性 その他 所管課長名：

27-02-04

防災防犯課 対象
市内在住の女性、防火管理者の要事業所
及び危険物許可事業所

市内世帯
市内事業所

防火女性の会員数
災害防止協会員数

4,416

意図
防火意識の啓蒙により最小限の被害とな
る。 85 4,338 4,423

理解したと感じた
参加者数の割合

防犯防災課　増原貴文

防火意識啓発事業

手段

市内の幼稚園児を対象に消防車を派遣し
写生会等を実施。
小中学生を対象に公募審査し、防火ポス
ターを掲示する。

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　平成22年4月より東京都へ事務委託  同左

65 4,351

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

68 4,287 4,355
22年度以降に向けた方向性 廃止(完了･統合含む) 所管課長名：

27-02-03

防災防犯課 対象
市内幼稚園児、市内小・中学校、小学生
高学年

幼稚園、小学生
（ 養 護 支 援 含
む）、中学生

各 イ ベ ン ト 参 加
者、出品数（消防
図 画 、 防 火 ポ ス
ター）

3,336

意図
防火に対して正しい知識と行動を知って
もらう。 369 2,958 3,327

防火管理者選任率
及び消防計画の届
出率

防犯防災課　増原貴文

自主防火管理対策推進
事業

手段

消防第8条に基づく資格講習を2回実施。
当該法令に基づく消防計画においての自
衛消防隊及び条例により操法大会を年１
回実施

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　平成22年4月より東京都へ事務委託  同左

369 2,967

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

144 1,513 1,657
22年度以降に向けた方向性 廃止(完了･統合含む) 所管課長名：

27-02-02

防災防犯課 対象 市民（一定規模以上の建物所有者等）

一定規模以上の建
物

防火管理資格講習
の開催数と受講者
数、消防計画通知
報告件数、自衛消
防活動審査会参加
隊及び参加隊員数

3,335

意図
市民による初期の応急処置がなされるこ
とによって救命率の向上が期待出来る。 280 3,451 3,731

正しい救命知識を
知っている市民の
割合

防犯防災課　増原貴文

救急講習指導事業

手段
上級救命講習
普通救命講習
応急手当講習

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　平成22年4月より東京都へ事務委託  同左

250 3,085

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

250 4,450 4,700
22年度以降に向けた方向性 廃止(完了･統合含む) 所管課長名：

27-02-01

防災防犯課 対象 市民

市民世帯数
上級・普通救命講
習実施回数

人件費
（理論値）

トータル
コスト

改革・改善の余地
（目的妥当性･効率性･有効性･公平性から）

改革・改善の余地を踏まえた
平成23年度以降に向けた事務事業の方向性

（所管課長記入欄）事務事業名
指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費
（実績額）

東久留米市



平成22年度事務事業評価表（平成2１年度振り返り）

政策名 27

所管課係名

実績値 実績値 実績値 ① ② ①＋②

（ 単位 ） （ 単位 ） （ 単位 ） （千円） （千円） （千円）

快適な都市環境が整ったまち 施策番号・名 消防力の強化 基本事業番号・名 27-02 市民意識の高揚

人件費
（理論値）

トータル
コスト

改革・改善の余地
（目的妥当性･効率性･有効性･公平性から）

改革・改善の余地を踏まえた
平成23年度以降に向けた事務事業の方向性

（所管課長記入欄）事務事業名
指標 指標 指標

事務事業
番号

事務事業の目的
（事務事業の対象、手段、意図）

対象指標
（対象の数値指標化）

活動指標
（手段の数値指標化）

成果指標
（意図したことの結果の

数値指標化）

事業費
（実績額）

平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度 平成21年度

31 31 未把握

（ 件 ） （ 件 ） （ 件 ） □ あり ■ なし 廃止(完了･統合含む)

平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度 平成20年度

32 32 未把握

（ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度 平成19年度

37 37 未把握

（ 件 ） （ 件 ） （ 件 ）

1,892

意図
市民が防火に対し、正しい知識を持ち、
行動できると共に火災発生件数削減を図
ることが出来る。 92 4,615 4,707

火災原因調査の実
施件数、火災原因
調査結果を活用し
た広報活動等の数

防犯防災課　増原貴文

火災原因調査事業

手段
火災の規模に関係なく調査を実施する。
消防年報等で公表している。

改善の余地 23年度以降に向けた方向性

　平成22年4月より東京都へ事務委託  同左

92 1,800

選択項目 説明（選択理由） 選択項目 説明（選択理由）

65 1,251 1,316
22年度以降に向けた方向性 廃止(完了･統合含む) 所管課長名：

27-02-06

防災防犯課 対象 市内発生の火災、市民、事業所

火災発生件数、人
口

火災原因調査の実
施件数、火災原因
調査結果を活用し
た広報活動等の数

東久留米市


